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本セッションにおける趣旨
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 本年度は、第1期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の最終年度
であり、次年度から始まる第2期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
の策定に向けた重要な年柄である。2019年12月、第２期「まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」において、横断的な目標として「新しい時
代の流れを力にする」項目が追加され、その中でＳＤＧｓを原動
力とした地方創生が位置付けられている。持続可能なまちづくりや
地域活性化に向けて取組を推進するに当たり、ＳＤＧｓの理念に
沿って進めることにより、政策全体の全体最適化や地域課題解決
の加速化という相乗効果が期待でき、地方創生の取組の一層の充
実・深化につなげることができる。

 本セッションでは、国内外における地方公共団体ＳＤＧｓの先進
的な事例を概観し、地方公共団体がＳＤＧｓの達成に向けて取
り組む重要性、国内外のモデル事例の特徴や有意性について議論
する。また、今後、地方公共団体におけるＳＤＧｓを軸とした地方
創生の更なる深化に向けて、今後取り組むべき課題等について意
見交換を行う。
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本セッションにおける議論のポイント
～地方創生ＳＤＧｓの一層の推進～

国内外における優良都市政策・取組のレビュー1

1. ＳＤＧｓ未来都市の取組紹介及び今後の展望
2. 海外地方公共団体のＳＤＧｓ達成に向けた事例紹介
3. 地方公共団体が取り組むことの意義・必要性・今後への期待
4. 日本のモデルとしての「ＳＤＧｓ未来都市」の意義・有意性

地方公共団体におけるＳＤＧｓを軸とした地方創生の実現に
向けての考察2

1. 地方公共団体におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組の現状課題
2. 今後の地方公共団体におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組への期待
3. 我が国がＳＤＧｓ達成に向けて取組むべき新たな分野や視点等、取組のスケール

アップへのヒント
4. 共通言語であるＳＤＧｓを通じた成功事例の展開（都市間連携、官民連携など）
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第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の政策体系
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第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略
〇地域におけるSociety 5.0の推進

〇地方創生ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり
◆都道府県及び市区町村におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組の割合

横断的な
目標

ⅰ地方創生SDGsの普及促進活動の展開

ⅱ地方公共団体によるSDGs達成のためのモデル事例の
形成

ⅲ「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」を通じた
民間参画の促進

ⅳ地方創生SDGs金融の推進
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【使用データ】：地方公共団体向け「SDGsに関する全国アンケート調査」等（年度）
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■SDGs未来都市選定数

累計２１０都市
（60都市＋5年×30都市）

■官民連携マッチング件数
累計1000件

■地方創生SDGs金融に
取組む地方公共団体

累計100団体



官民連携による具体
的プロジェクトの創出

パートナー
シップ促進

イノベーション
加速

自治体

民間団体等 SDGsの達成と持続
可能なまちづくりによる
地方創生の実現

1.マッチング支援
研究会での情報交換、課題解決コミュニティの形成

2. 分科会開催
会員提案による分科会設置
課題解決に向けたプロジェクトの創出等

3. 普及促進活動
国際フォーラムの開催、展示会への出展
メールマガジン発信、プラットフォーム後援名義発出等

４. 地域レベルの官民連携促進
「SDGs地域レベルの官民連携見える化」調査の実施

地域レベルで実施されているSDGs達成に向けた官民連携の取組を支援

活動内容

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム会員数は1089団体

【会員内訳】
１号会員（地方公共団体）・・・423団体
２号会員（関係省庁） ・・・13団体
３号会員（民間企業等） ・・・653団体

プラットフォーム会員数（令和元年11月30日時点）

会 長：北橋 健治 北九州市長

副会長：中山 譲治 一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・ＳＤＧｓ委員長

幹 事：村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長

幹 事：蟹江 憲史 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ 慶應義塾大学大学院政策 メディア研究科教授

幹 事：関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所 代表取締役

幹 事：薗田 綾子 株式会社クレアン 代表取締役

プラットフォーム役員
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内閣府では、我が国におけるSDGs の国内実施の促進及びそれに資する
「環境未来都市」構想を推進し、より一層の地方創生につなげることを目的
に、地方自治体・地域経済に新たな付加価値を生み出す企業・専門性を
もったNGO・NPO・大学・研究機関など、広範なステークホルダー間とのパー
トナーシップを深める官民連携の場として、平成30年８月31日に

地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設置した。

マッチングシートを通じた個別マッチング支援

SDGs地域レベルの官民連携見える化調査

①組織又は取組の名称に、「SDGs」を掲げている官民連携による取組
②一号会員（地方自治体）が主導又は積極的に関与する取組
③継続的にSDGsの達成に取り組んでいる活動

●調査対象
以下の①から③すべてに該当する取組事例を調査する。

※区分（Ⅰ.会議体、Ⅱ.登録・認証制度、Ⅲ.拠点の設置、Ⅳ.協定締結、Ⅴ.その他）

●調査結果

計22自治体
35事例 の提出

今後も引き続き調査を実施予定

・「自治体リクエストシート」及び「民間提案シート」をもとにマッチングを実施

・自治体等会員が達成したいゴール、解決したい課題を「自治体リクエストシート」として提
示し、それに対して企業等会員が「民間提案シート」を提出する。

●実施方法

神奈川県平塚市、長野県東御市、
岐阜県揖斐川町、京都府京都市、
大阪府茨木市、大阪府富田林市、
大阪府阪南市（2件）、奈良県
三郷町、岡山県真庭市、高知県
土佐町、愛媛県松山市（2件）
鹿児島県大崎町

●自治体リクエストシート提出自治体
（12都市、14件） 自治体リクエストシート（一部）

は内閣府HPにて公表

Ⅰ.会議体・・・8事例
Ⅱ.登録・認証制度・・・6事例
Ⅲ.拠点の設置…4事例
Ⅳ.協定締結・・・14事例
Ⅴ.その他・・・7事例

【参考】 地方創生SDGs官民連携プラットフォームについて
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今後の展開

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関する

施策の下で、「ＳＤＧｓ未来都市」をはじめとして

地方公共団体でのＳＤＧｓの取組状況の広がり

が一層重要となっている。

海外の地方公共団体や民間企業との連携などを

通じ、日本における先導的な地方創生ＳＤＧｓの

推進に向けた先進事例を、国際的に展開すること

が求められている。


